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当社グループは、当社、子会社４社、関連会社１社およびその他の関係会社２社で構成され、
小売業とその付帯事業およびその他の事業を営んでおります。その事業の内容は次のとおりで
あります。
小 売 事 業： 当社および連結子会社である㈱ハピーマートは、食料品、雑貨、衣料品の小

売業を主体とし、これに付帯する店舗賃貸業等を営んでおります。また、連
結子会社である㈱ポムアンは、当社の店舗内で婦人服および紳士服の専門店
を展開しております。また、連結子会社である㈲ハピーメディコは医薬品販
売を目的としております。

その他の事業： 連結子会社である㈱でりか菜は、惣菜の製造業を営んでおります。持分法非
適用の関連会社である㈱リブ総社は、不動産管理業を営んでおります。

以上に述べました事業の系統図は次のとおりであります。
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（ 小　売　事　業 ）

（株）ポ ム ア ン （株）天 満 屋 （株）ハ ピ ー マ ー ト

営業委託 商品原価供給

（有）ハ ピ ー メ デ ィ コ （株）天 満 屋 ス ト ア

商 品 仕 入

丸　　田　　産　　業（株） （株）で り か 菜 （株）リ ブ 総 社

（ そ の 他 の 事 業 ）

　　連結子会社 関連会社 その他の関係会社



経 営 方 針 
１．経営の基本方針 

当社グループは、当社を中心に、「優良商品の販売を通じて地域社会の生活文化の向上に寄与する」と

いう経営理念をもって、お客様の「普段の生活」（食べる、装う、使う）を切り口に、お客様の毎日の生

活をより便利に、より経済的に、より楽しいお買物をサポートすることを念頭に、商品、店舗環境、販売

サービスに注力し、「常に新鮮な感動」、「素敵な生活提案」ができるライフスタイルコーディネイト企

業グループを目指してまいります。

 

２．利益配分に関する基本方針 

当社は、長期的な視野に立ち安定的な配当を継続することを基本に、企業体質の強化と将来の事業展開

を勘案して、内部留保の充実に努めることが重要であると考えております。今後も厳しい状況が予想され

る経営環境にありますが、経営体質の強化と業績の向上に努め、株主のみなさまのご期待にそうよう努力

してまいります。 

なお、当期の利益配当金は、１株につき２円５０銭（中間配当金を含め年間配当金は５円）とさせてい

ただく予定にいたしております。 

 

３．目標とする経営指標 

当社グループは、営業力の強化、収益力の向上を重要課題として取り組み、営業収益経常利益率の改善

に努めてまいります。また、資本の効率的な運用重視の観点から、総資本経常利益率を向上させるべく、

経営に取り組んでまいります。

 

４．中長期的な経営戦略 

 当社グループは、各企業の持ち味を活かしつつ、商流、物流および人材の交流など業務提携を強化し、

経営資源の効率的運用を推進してまいります。企業としての存在意義を高めていくため、「事業戦略」、

「営業戦略」、「人事、総務戦略」、「財務戦略」を柱とした経営の構造改革にグループ全体として積極

的に取り組んでまいります。

 

５．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、変化する経営環境へ迅速に対応し、企業価値の最大化を図ることを最重要課題と考えてお

ります。その実現のため、今後とも経営の透明性、健全性を高め、コーポレート・ガバナンスの強化

に取り組んでまいります。 
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(2) コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体

制の状況 

・当社は、監査役制度を採用しており、取締役は７名、そのうち１名は社外取締役であります。監査

役は社内監査役２名および社外監査役１名の３名で構成されております。なお、社外役員の専従ス

タッフは配置しておりませんが、適宜関係部署で対応しております。 

・取締役会は、毎月１回の定例取締役会に加え、必要に応じて臨時取締役会を開催し、経営上の意思

決定を図るとともに、業務執行の状況について監督を行っております。 

・当社は、弁護士１名と顧問契約を締結しており、法律面でのアドバイスを必要に応じて受け、適法

性に留意しております。 

・当社は、会計監査人として、公認会計士中村國繁氏および同波戸葵氏と監査契約を結び正確な経営

情報を提供し、公正な立場から監査が実施される環境を整備しております。 

 

〈業務執行、監視と内部統制の仕組み〉 

　　業務執行 　　　内部統制

会 計 監 査 人

顧 問 弁 護 士 等

監査役会（監査役）

監 査 室

個人情報保護推進委員会各主管部署・各店舗

経 営 会 議

株 主 総 会

企 業 倫 理 委 員 会

危 機 管 理 委 員 会

取締役会（取締役）

代 表 取 締 役 社 長

 

②会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係

の概要 

社外取締役村上久平氏は、株式会社山陽セフティの常務取締役を兼務しており、当社と同社の間に

は警備業務委託、内装請負工事発注および設備管理業務委託などの取引があります。 

 社外監査役木住勝美氏は、主要株主であります丸田産業株式会社の取締役を兼務しておりますが、 
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当社と同社の間には重要な取引はありません。また同じく主要株主であります株式会社天満屋の取締

役を兼務しており、当社と同社の間には商品券等発行・回収受託、商品原価供給、商品仕入および不

動産賃貸借などの取引があります。 

③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組の最近１年間における状況 

・当社は経営の透明性向上のため、決算公告をはじめとする財務情報やニュース・リリース等を当社

ホームページに掲載し、情報開示に積極的に努めてまいりました。 

・平成１７年４月１日に施行された「個人情報保護法」への対応として、プライバシーポリシーを公

表するとともに社内規程を制定し、社内管理体制の強化を図ってまいりました。 

・平成１７年１１月１日に施行された「大規模小売業告示」につきましては、同告示の内容を対象と

なる業務に携わる従業員に普及し、法令を遵守した公正な取引、企業活動を行っていくことについ

て再確認をいたしました。 

・平成１８年４月１日に施行された「公益通報者保護法」への対応として、天満屋ストア倫理委員会

を設け、社内通報制度を開始いたしました。 

④役員報酬の内容 

当連結会計年度に取締役および監査役に支払った役員報酬の額 

取締役に対する報酬  ２４百万円（内、社外取締役 － 百万円） 

監査役に対する報酬  １２百万円（内、社外監査役 － 百万円） 

(注)上記以外に、使用人兼務取締役の使用人給与相当額（賞与を含む。）を１７百万円支給して

おります。 

⑤監査報酬の内容 

当社の会計監査人である公認会計士中村國繁氏および同波戸葵氏に対する当連結会計年度の報酬の額 

監査契約に基づく監査証明に係る報酬の金額  １４百万円 

(注)上記以外の報酬はありません。 

 

６．親会社等に関する事項 

(1) 親会社等の商号等 

親会社等 属  性 親会社等の議決権 
所 有 割 合 

親 会 社 等が 発行 する 株券が 
上場されている証券取引所等 

丸田産業株式会社 
当 社 が他の 会社の 関 
連 会 社であ る場合 に 
お け る当該 他の会 社 

29.1％ な し 

株式会社天満屋 
当 社 が他の 会社の 関 
連 会 社であ る場合 に 
お け る当該 他の会 社 

19.0％ な し 

(2) 親会社等のうち、上場会社に与える影響が最も大きいと認められる会社の商号または名称およびその

理由 

   当社に与える影響が最も大きいと認められる会社   丸田産業株式会社 

   その理由   当社の議決権所有割合が最も高いため 
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(3) 親会社等との関係 

丸田産業株式会社（岡山市 資本金１０百万円）は当社の関係会社（その他の関係会社）であり、

当社議決権の２９.１％を所有する筆頭株主であります。 

同社は、不動産の賃貸事業を中心にホテル事業その他を営んでおりますが、当社との間に重要な取

引はありません。人的関係では当社の役員のうち２名が丸田産業株式会社の役員を兼務しているほか、

当社従業員の若干名が同社に出向しております。 

株式会社天満屋（岡山市 資本金３４億８３百万円）は当社の関係会社（その他の関係会社）であ

り、当社議決権の１９.０％を所有しております。 

同社は、百貨店業を中心にその他事業を営んでおり、人的関係では当社の役員のうち３名が株式会

社天満屋の役員を兼務しているほか、当社従業員のうち２名が同社役員に就任しており、また、若干

名が同社に出向しております。なお、当社との取引につきましては、２１ページ（関連当事者との取

引）に記載しております。 

当社と丸田産業株式会社および株式会社天満屋とは上記のとおりの関係にありますが、当社グルー

プの経営上の重要事項については、丸田産業株式会社および株式会社天満屋の意向によらず、当社自

らが意思決定を下しており、当社の親会社等からの独立性は十分に確保されているものと認識してお

ります。 

なお、当社と丸田産業株式会社および株式会社天満屋との間に、金銭の貸借や債務の保証・被保証

の関係はありません。 
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経営成績および財政状態 
１．経営成績 

（当期の概況） 

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用情勢の改善などにより景気は緩やかな回復基調

が続きましたものの、年金問題や税制改正など将来の不安要素もあり、個人消費は回復を実感できないま

ま推移いたしました。小売業界におきましても、業態を越えた企業間競争が激化するなど、依然として厳

しい経営環境が続いてまいりました。 

こうしたなか当社グループは、消費動向の多様化に素早く対応すべく品揃えや販売体制の見直しを図る

など、営業力の強化に取り組んでまいりました。また、商品管理の強化と仕入コストの低減による粗利益

率の改善や販管費の節約合理化を通じた収益力の向上に努めるとともに、人材の育成と組織の活性化にも

注力してまいりました。 

事業拡張面につきましては、株式会社ハピーマートにおいて平成１７年１１月に高野店(岡山県津山市)

を新しい立地で新築移転オープンいたしました。 

この結果、当連結会計年度の営業収益は個人消費の伸び悩みもあり９６２億５９百万円（前期比３.６％

減）となりました。また、経常利益は２３億６０百万円（前期比８.９％増）となりましたが、「固定資

産の減損に係る会計基準」の早期適用に伴う減損損失を特別損失に計上したことなどにより、当期純利益

は２億２６百万円（前期比６６.７％減）となりました。                        

事業の種類別セグメントの概況は次のとおりであります。 

小売事業につきましては、「変化への対応」のスローガンのもと、食料品セルフコーナーの活性化に重点をおいた店

舗改装を実施するとともに、歳時記や生活シーンの提案による魅力ある売場づくりに取り組んでまいりました。また、

インストア・プロモーション（店内販売促進活動）の充実や毎月最終日曜日の「ハピータウンの日」をはじめとした

新たな販売促進策の実施などにより、お客様の固定化とご来店頻度の向上にも努めてまいりました。この結果、当連

結会計年度の小売事業の売上高は８８９億１８百万円（前期比４.０％減）となりました。 

その他の事業につきましては、惣菜等調理食品の製造販売が主なものであり、既存販売先への納入カテゴリーの拡大

や新規販売先の開拓などによる営業力の強化に取り組むとともに、品質管理のさらなる強化と原材料コストの低減にも

注力してまいりました。この結果、当連結会計年度のその他の事業の売上高は３２億８３百万円（前期比３１.８％増）

となりました。 

 

２．財政状態 

(1) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ６１百万円増加し、当連結会

計年度末は１０億２８百万円（前連結会計年度比６.４％増）となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益が４億３８百万円減少いたしましたも

のの、減損損失を１０億２０百万円計上したことや仕入債務が増加したことなどにより前連結会計年度に

比べ８億７１百万円増加し、３９億３９百万円（前連結会計年度比２８．４％増）の収入となりました。 
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投資活動によるキャッシュ・フローは、店舗用地の取得や、店舗の新設、改装および維持更新投資など

の有形固定資産の取得が３億３９百万円増加したことなどにより、前連結会計年度に比べ４億９８百万円

減少し、１１億１５百万円の支出となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済等により２７億６２百万円の支出で、前連結

会計年度に比べ９億２８百万円増加いたしました。 

 

(2) キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 平成16年2月期 平成17年2月期 平成18年2月期 

自己資本比率（％） 15.9 17.7 18.3 

時価ベースの自己資本比率（％） 17.1 14.5 16.4 

債務償還年数（年） 14.5 14.8 10.8 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 4.4 3.5 5.3 

自己資本比率      ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数      ：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

※営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使

用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべ

ての負債を対象としております。また、利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使

用しております。 
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３．今後の見通し 

今後の見通しといたしましては、企業収益の改善を背景に景気は緩やかな回復基調が続くものと思われ

ますが、消費者の生活防衛意識は依然として根強く、個人消費は引き続き低調に推移するものと予想され

ます。 

当社グループといたしましては、このような厳しい環境のなかで、原理原則の徹底と基本の実行をベー

スに、地域のお客様の「普段の生活」をテーマとした営業力の強化や粗利益率の改善、販管費の節約合理

化による収益力の向上に努めるとともに、コンプライアンスへの取り組み強化にも注力してまいります。 

小売事業につきましては、地域に密着した親しみのある店づくりを目指して、店舗競争力の強化を図っ

てまいります。具体的には、「適品」、「適時」、「適量」、「適価」を基本として、生鮮食品を中心に

地域密着商品の開発導入や消費動向の二極化に対応した品揃えの見直しに取り組むとともに、お客様の生

活シーンにマッチした提案型の売場づくりにも努めてまいります。また、店舗業務のさらなる効率化を推

進するほか、営業力強化のための適正な要員配置と人材育成にも注力してまいります。その他の事業の惣

菜製造につきましては、既存販売先への新たなメニュー提案や新規販売先の開拓に取り組むとともに、引

き続き品質管理の徹底と原材料コストの低減に努めてまいります。 

なお、事業拡張につきましては、当社において平成１８年３月に岡山駅前店（岡山県岡山市）をオープ

ンし、７月に岡南店（岡山県岡山市）へ複合映画館を核としたシネマタウン岡南の併設を、また、下半期

には笠岡美の浜店（岡山県笠岡市）のオープンをそれぞれ予定いたしております。 

次期の連結業績予想につきましては、連結営業収益９７５億円（前連結会計年度比１.３％増）、経常

利益２３億７５百万円（前連結会計年度比０.６％増）、当期純利益１０億円（前連結会計年度比３４１.

２％増）を見込んでおります。 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．連結の範囲に関する事項  

子会社はすべて連結されており、当該連結子会社は、㈱ハピーマート、㈱ポムアン、㈱でりか菜、㈲ハピ
ーメディコの 4 社であります。 

  
２．持分法の適用に関する事項  

関連会社㈱リブ総社に対する投資については、当期純損益および利益剰余金等に対する影響が軽微であ
り、かつ、全体としても重要性がないため、持分法を適用しておりません。 

 
３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度の末日と連結決算日は一致しております。 
 
４．会計処理基準に関する事項  
 (1)重要な資産の評価基準および評価方法 
 ａ.有 価 証 券 

そ の 他 有 価 証 券 
時価のあるもの 
 
時価のないもの 

 
 
決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直
入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 
総平均法による原価法 

 ｂ.た な 卸 資 産 
商 品 

 
貯 蔵 品 

 
売価還元法による原価法 
ただし、生鮮食品は最終仕入原価法 
最終仕入原価法 

 (2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
 ａ.有形固定資産 

親会社および子会社の一部店舗の有形固定資産ならびに平成 10 年 4 月 1 日以降取得した建物(建物附
属設備を除く｡)            定額法 

 上 記 以 外 定率法 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建物及び構築物  10～50 年 
器具及び備品    5～10 年 

 ｂ.無形固定資産および長期前払費用 定額法 
 ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間(5 年)に基づく定額法によっております。 
 (3)重要な繰延資産の処理方法  
 新 株 発 行 費 商法施行規則の規定により 3 年間毎期均等償却 
 (4)重要な引当金の計上基準  
 ａ.貸 倒 引 当 金 

期末債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 ｂ.賞 与 引 当 金 
従業員の賞与支給にあてるため、支給見込額に基づき計上しております。 

 ｃ.退 職 給 付 引 当 金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に
基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異（391,909 千円）については、5 年による按分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）に
よる定額法により、それぞれ発生の翌連結会計年度より費用処理しております。 

 (5)割賦販売および営業貸付金の会計処理基準 
割賦債権および営業貸付金（キャッシングサービス）に係る利息収入は、残債方式による発生基準によ
って、営業収入に計上しております。 

 (6)重要なリース取引の処理方法  
 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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 (7)重要なヘッジ会計の方法  
 ａ.ヘッジ会計の方法 

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しております。 
 ｂ.ヘッジ手段とヘッジ対象   
 ヘ ッ ジ 手 段 金利スワップ取引 
 ヘ ッ ジ 対 象 借入金の利息 
 ｃ.ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契
約ごとに行っております。 

 (8)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
 消費税等の会計処理方法 

税抜方式を採用しております。 
 
５．連結子会社の資産および負債の評価に関する事項 
 連結子会社の資産および負債の評価方法は、部分時価評価法によっております。 
 
６．連結調整勘定の償却に関する事項 
 連結調整勘定は、20 年間で均等償却しております。 
 
７．利益処分項目等の取り扱いに関する事項 
 連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成
しております。 

 
８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
 手許現金、要求払預金および取得日から 3 ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能
であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなっております。 

 
（会計処理方法の変更） 
 

「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企
業会計審議会 平成 14 年 8 月 9 日））および「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計
基準委員会 平成 15 年 10 月 31 日 企業会計基準適用指針第 6 号）が平成 16 年 3 月 31 日に終了する連
結会計年度に係る連結財務諸表から適用できることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基
準および同適用指針を適用しております。 
これにより税金等調整前当期純利益が 1,020,454 千円減少しております。 
なお、減損損失累計額につきましては、改正後の連結財務諸表規則に基づき当該各資産の金額から直

接控除しております。  
 
（ 追 加 情 報 ） 
 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 15 年法律第 9 号）が平成 15 年 3 月 31 日に公布され、平
成 16 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当連結会計年
度から「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平
成 16 年 2 月 13 日 企業会計基準委員会 実務対応報告第 12 号）に従い法人事業税の付加価値割および
資本割については、販売費及び一般管理費に計上しております。 
この結果、販売費及び一般管理費が 68,466 千円増加し、営業利益、経常利益および税金等調整前当期

純利益が同額減少しております。 
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注記事項 
 
（ 連結貸借対照表関係 ） 

（前  期）  （当  期） 
１．有形固定資産の減価償却累計額  １．有形固定資産の減価償却累計額 
 40,675,011 千円   41,486,107 千円 
   
２．自己株式の数および連結子会社が所有する連
結財務諸表提出会社の株式数、貸借対照表価額 

 ２．自己株式の数および連結子会社が所有する連
結財務諸表提出会社の株式数、貸借対照表価額 

 自 己 株 式 の 数 
貸 借 対 照 表 価 額 

98 株 
91 千円 

  自 己 株 式 の 数 
貸 借 対 照 表 価 額 

98 株 
91 千円 

 
３．担保資産  ３．担保資産  
 担保に供している資産  担保に供している資産 
 建 物 

土 地 
4,010,991 千円 
5,105,742 千円 

 建 物 
土 地 

3,443,212 千円 
6,889,696 千円 

計 9,116,734 千円  計 10,332,909 千円 
 上記担保資産に対応する債務の額 上記担保資産に対応する債務の額 
 社 債 

長 期 借 入 金 
5,000,000 千円 
366,600 千円 

 社 債 
長 期 借 入 金 

5,000,000 千円 
213,800 千円 

 計 5,366,600 千円 計 5,213,800 千円 
    
４．保証債務  ４．保証債務  

連結会社以外の会社の金融機関からの借入に
対し、保証予約を行っております。 

 連結会社以外の会社の金融機関からの借入に
対し、保証予約を行っております。 

 (株)コアプランニング 
(協)久世ロマンチックタウン 

250,000 千円 
73,460 千円 

 (株)コアプランニング 
(協)久世ロマンチックタウン 

 250,000 千円 
62,780 千円 

計 323,460 千円 計 312,780 千円 
 
（ 連結損益計算書関係 ） 
   減損損失 
  
  

  当社グループは、以下の資産グループについ
て減損損失を計上いたしました。 
用途 種 類 場 所  

店舗 
 

建物及び構築物、
土地、その他 

岡山県、広島県
および香川県 

遊休資産 土地 岡山県 

 

当社グループは、キャッシュ・フローを生
み出す最小の単位として、店舗を基本単位に
資産をグルーピングしております。 
営業活動から生ずる損益が継続してマイナ

スである資産グループや土地の時価の下落が
著しい資産グループについて帳簿価額を回収
可能価額まで減額し、当該減損額を減損損失
（1,020,454 千円）として特別損失に計上して
おります。 
減損損失の内訳は、建物及び構築物 483,940

千円、土地 383,011 千円、その他 153,501 千
円であります。 
なお、当資産グループの回収可能価額は正

味売却価額または使用価値により測定してお
ります。正味売却価額については、土地は公
示価格および固定資産税評価額等を基準とし
て、その他の資産は零として評価しておりま
す。また、使用価値については、将来キャッ
シュ・フローを 5.0％で割り引いて算定してお
ります。 
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（ 連結キャッシュ・フロー計算書関係 ） 
    
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている現金及び預金勘定の金額は一致

しております。 
 

（ リース取引関係 ） 
（前  期）  （当  期） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引に係
る注記 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナンス・リース取引に係
る注記 

   
(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計
額相当額および期末残高相当額 

 (1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計
額相当額、減損損失累計額相当額および期末残高
相当額 

 取 得 
価 額 
相 当 額 

減 価償却 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相 当 額 

 取 得 
価 額 
相 当 額 

減 価償却 
累 計 額 
相 当 額 

減損損失 
累 計 額 
相 当 額 

期 末 
残 高 
相 当 額 

 千円 千円 千円  千円 千円 千円 千円 
建 物 及 び 
構 築 物 298,932 231,316 67,615 建 物 及 び 

構 築 物 298,932 274,021 － 24,911 

機 械 装 置 
及 び 運 搬 具 48,919 42,587 6,331 機 械 装 置 

及 び 運 搬 具 123,538 49,873 － 73,664 

器 具 及 び 
備 品 860,974 397,887 463,086 器 具 及 び 

備 品 964,135 518,922 12,687 432,525 

合 計 1,208,826 671,792 537,034 

 

合 計 1,386,606 842,817 12,687 531,101 
なお、取得価額相当額は、未経過リース料期

末残高の有形固定資産の期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法により算定して
おります。 

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期
末残高の有形固定資産の期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法により算定して
おります。 

(2)未経過リース料期末残高相当額  (2)未経過リース料期末残高相当額およびリース
資産減損勘定期末残高 

   未経過リース料期末残高相当額 
 １ 年 以 内
１ 年 超 

176,965 千円 
360,069 千円 

１ 年 以 内 
１ 年 超 

153,549 千円 
377,551 千円 

計 537,034 千円 

 

計 531,101 千円 
なお、未経過リース料期末残高相当額は、未

経過リース料期末残高の有形固定資産の期末残
高等に占める割合が低いため、支払利子込み法
により算定しております。 

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未
経過リース料期末残高の有形固定資産の期末残
高等に占める割合が低いため、支払利子込み法
により算定しております。 

  リース資産減損勘定期末残高 10,489 千円 
(3)支払リース料および減価償却費相当額  (3)支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、

減価償却費相当額および減損損失 
支 払 リ ー ス 料 
減 価 償 却 費 相 当 額 

223,667 千円 
223,667 千円 

 支 払 リ ー ス 料 
リース資産減損勘定の取崩額 
減 価 償 却 費 相 当 額 
減 損 損 失 

181,489 千円 
2,198 千円 

181,489 千円 
12,687 千円 

(4)減価償却費相当額の算定方法 (4)減価償却費相当額の算定方法 
 リース期間を耐用年数とし､残存価額を零と

する定額法によっております。 
 
 

同    左 
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（ 有価証券の時価等関係 ） 
 
（前   期） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 
 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 
連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 
株式 

 
 

279,172 

 
 

443,159 

 
 

163,987 
小計 279,172 443,159 163,987 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 
株式 

 
 

29,516 

 
 

28,406 

 
 

△  1,110 
小計 29,516 28,406 △  1,110 
合計 308,689 471,566 162,876 

 
２．時価のない有価証券の主な内容 

（単位：千円） 
 連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く。） 

 
404,334 

 
（当   期） 
１．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 
 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 
連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 
株式 

 
 

308,689 

 
 

671,028 

 
 

362,339 
小計 308,689 671,028 362,339 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えないもの 
株式 

 
 

－  

 
 

－  

 
 

－  
小計 －  －  －  
合計 308,689 671,028 362,339 

 
２．時価のない有価証券の主な内容 

（単位：千円） 
 連結貸借対照表計上額 
その他有価証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く。） 

 
404,334 

 
（ デリバティブ取引関係 ） 
 
１．取引の状況に関する事項 
(1)取引の内容および利用目的等 
親会社は、変動金利借入金の資金調達を固定金利に変換する目的で金利スワップ取引を行っております。
なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

①ヘッジ手段とヘッジ対象 
ヘッジ手段  金利スワップ取引 
ヘッジ対象  借入金の利息 

②ヘッジ方針 
借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の識別は個別契
約ごとに行っております。 

③ヘッジの有効性の評価方法 
金利スワップの特例処理の要件を満たしておりますので、有効性の評価を省略しております。 

(2)取引に対する取組方針 
親会社の行っているデリバティブ取引は金利スワップ取引であり、金利変動に対するリスク回避を目的
としており、投機的目的でのデリバティブ取引は利用しない方針であります。 

(3)取引に係るリスクの内容 
親会社が行っている金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有しております。 
なお、デリバティブ取引の契約先は、信用度の高い国内の銀行であるため、相手方の契約不履行による
リスクはほとんどないものと認識しております。 

 
－19－ 



(4)取引に係るリスク管理体制 
金利スワップ取引の実行および管理は、親会社の経理部にて行っております。 

２．取引の時価等に関する事項 
デリバティブ取引については、すべてヘッジ会計を適用しているため、デリバティブ取引の契約額等、
時価および評価損益の状況の記載を省略しております。 

 

 ①勤務費用
②利息費用
③期待運用収益
④会計基準変更時差異の費用処理額
⑤未認識数理計算上の差異の費用処理額 

156,624 千円 
64,962 千円 

△   6,679 千円 
78,381 千円 
9,273 千円 

169,431 千円 
57,679 千円 

△   7,520 千円 
78,381 千円 
29,618 千円 

 

⑥退職給付費用（①＋②＋③＋④＋⑤） 302,563 千円 

 

327,590 千円  
(注)簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①勤務費用」に計上しております。 

 

 
（ 税効果会計関係 ） 
１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産（流動） 
 賞与引当金 

未払事業税否認額 
繰越欠損金 
その他 

102,856 千円 
60,098 千円 
32,463 千円 
5,583 千円 

98,209 千円 
100,871 千円 
1,624 千円 
8,201 千円 

 繰延税金資産（流動）純額 201,001 千円 

 

208,906 千円 
繰延税金資産（固定） 

 退職給付引当金損金算入限度超過額 
繰越欠損金 
減損損失 
その他 

929,987 千円 
5,637 千円 
－    

13,888 千円 

1,044,360 千円 
－    

383,305 千円 
11,931 千円 

 繰延税金資産（固定）小計 949,513 千円 

 

1,439,597 千円 
繰延税金負債（固定）   

 固定資産圧縮積立金 
その他有価証券評価差額金 

△ 147,276 千円 
△ 165,934 千円 

△ 147,276 千円 
△1146,649 千円 

繰延税金負債（固定）小計 △ 213,211 千円 △ 293,926 千円 
繰延税金資産（固定）純額 736,301 千円 

 

1,145,671 千円 
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（ 退職給付関係 ） 
 
１．採用している退職給付制度の概要 

親会社は、確定給付型の適格退職年金制度および退職一時金制度を、連結子会社は、確定給付型の退
職一時金制度を設けております。 
また、従業員の退職等に際して退職給付会計に準拠した数理計算による退職給付債務の対象とされな
い割増退職金を支払う場合があります。 

 （前   期） （当   期） 
２．退職給付債務に関する事項   

 ①退職給付債務 
②年金資産 

△ 3,091,037 千円 
278,554 千円 

△ 3,165,008 千円 
368,801 千円 

 

③未積立退職給付債務（①＋②） 
④会計基準変更時差異の未処理額 
⑤未認識数理計算上の差異 

△ 2,812,482 千円 
78,381 千円 
278,583 千円 

△ 2,796,207 千円 
－    

134,957 千円 

 

⑥退職給付引当金（③＋④＋⑤） △ 2,455,516 千円 

 

△ 2,661,249 千円  
 (注)連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 
 
３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 ①退職給付見込額の期間配分方法 

②割引率 
③期待運用収益率 
④数理計算上の差異の処理年数 

期間定額基準
2.0％ 
2.7％ 
10 年

期間定額基準
2.0％ 
2.7％ 
10 年 

 （発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数における定額法により、それぞれ発生の翌連結
会計年度より費用処理しております。） 

 ⑤会計基準変更時差異の処理年数 5 年 5 年 



２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の
原因となった主要な項目別の内訳 

  （前   期）  （当   期） 
 法定実効税率 41.7 ％  40.4 ％ 
 （調 整）   
 交際費等永久に損金に算入されない項目 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 
住民税均等割額 
留保金課税 
連結調整勘定償却額（一時償却額を含む。） 
減損損失 
子会社税効果未認識額 
その他 

0.3 ％ 
－  

3.8 ％ 
5.5 ％ 
－  
－  

△ 6.7 ％ 
 1.5 ％ 

0.6 ％ 
△ 0.5 ％ 
5.9 ％ 
12.9 ％ 
10.3 ％ 
1.4 ％ 
－   

1.1 ％ 
 税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.1 ％ 72.2 ％ 
  

 

 
 
（ セグメント情報 ） 
 
１．事業の種類別セグメント情報 

当グループは小売事業を主要事業としており、全セグメントの売上高の合計、営業利益および全セグメン
トの資産の合計額に占める小売事業の割合がいずれも 90％超であるため、その記載を省略しております。 

 
２．所在地別セグメント情報 

当グループはすべて本国で事業を営んでおり、該当事項がないため、その記載を省略しております。 
 
３．海外売上高 

当連結会計年度における海外売上高は該当事項がないため、その記載を省略しております。 
 
（ 関連当事者との取引 ） 

 
前連結会計年度（自 平成 16 年 3 月 1 日  至 平成 17 年 2 月 28 日） 

関連当事者との取引 
親会社および法人主要株主等                           (単位:千円) 

関係内容 
属性 会社等 

の名称 住所 資本金又 
は出資金 

事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

（被所有） 
割合 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

その他の
関係会社
（当該そ
の他の関
係会社の
親会社を
含む）  

 

㈱天満屋 岡山県 
岡山市 

3,483,067 百貨店 被所有 
直接
19.05% 

兼任 
4 人 

商品券等
発行・回
収 受 託 ､
商品原価
供 給 ､ 商
品 仕 入 ､
不動産賃
貸借 

商 品 券 発行 受託 
商 品 券 回収 受託 
みのり会券回収受託 
受 入 手 数 料 
支 払 手 数 料 等 
商 品 原 価 供 給 
商 品 仕 入 
不 動 産 賃 借 
不 動 産 賃 貸 
保 証 金 預 り 

2,364,703 
2,766,430 
1,436,575 
119,382 
231,699 
114,762 
102,324 
104,316 
422,753 
  － 

－ 
立 替 金 

－ 
－ 

未 払 費 用 
売 掛 金 
買 掛 金 

－ 
未 収 入 金 
預 り 保 証 金 
預 り 敷 金 
預 り 電 話 加 入 権 

 － 
142,589 
 － 
 － 
5,286 
17,539 
27,077 
 － 
5,895 

971,638 
647,758 
1,456 

（注）
 

１．上記金額のうち、売掛金、未収入金、買掛金および未払費用の期末残高は消費税等を含み、その
他は消費税等を含んでおりません。

２．当社取締役会長伊原木隆太が㈱天満屋の代表取締役社長を、また当社取締役相談役伊原木一衛が
同社の代表取締役会長を兼務しており、同社との取引はいわゆる第三者のための取引であります。

取引条件および取引条件の決定方針等
商品券等発行回収受託の取引については一般提携先と、またその他の取引については一般取引先と同様で
あります。
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当連結会計年度（自 平成 17 年 3 月 1 日  至 平成 18 年 2 月 28 日） 
関連当事者との取引 

親会社および法人主要株主等                           (単位:千円) 
関係内容 

属性 会社等 
の名称 住所 資本金又 

は出資金 
事業の内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 

（被所有） 
割合 

役員の 
兼任等 

事業上 
の関係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

その他の
関係会社
（当該そ
の他の関
係会社の
親会社を
含む）  

 

㈱天満屋 岡山県 
岡山市 

3,483,067 百貨店 被所有 
直接
19.05% 

兼任 
3 人 

商品券等
発行・回
収 受 託 ､
商品原価
供給、商
品 仕 入 ､
不動産賃
貸借 

商 品 券 発行 受託 
商 品 券 回収 受託 
みのり会券回収受託 
受 入 手 数 料 
支 払 手 数 料 等 
商 品 原 価 供 給 
保 証 金 預 託 
商 品 仕 入 
不 動 産 賃 借 
不 動 産 賃 貸 
保 証 金 返 還 

 
 

2,251,784 
2,651,084 
1,438,822 
116,104 
226,077 
351,535 
－  

99,154 
100,309 
434,087 
971,638 

 
 

－ 
立 替 金 

－ 
－ 

未 払 費 用 
売 掛 金 
差 入 保 証 金 
買 掛 金 

－ 
未 収 入 金 

－ 
預 り 敷 金 
預 り 電 話 加 入 権 

－  
148,514 
－  
－  
5,337 
19,031 
177,500 
27,512 
－  
5,254 
－  

667,258 
1,456 

（注） １．上記金額のうち、売掛金、未収入金、買掛金および未払費用の期末残高は消費税等を含み、その
他は消費税等を含んでおりません。

 ２．上記金額のうち、差入保証金および預り敷金の期末残高は㈱天満屋と丸田興産㈱の合併により増
加しております。 

 ３．当社取締役会長伊原木隆太が㈱天満屋の代表取締役社長を、また当社取締役相談役伊原木一衛が
同社の代表取締役会長を兼務しており、同社との取引はいわゆる第三者のための取引であります。 

取引条件および取引条件の決定方針等
商品券等発行回収受託の取引については一般提携先と、またその他の取引については一般取引先と同様で
あります。
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( : )

6 3 7 3

7 2 28 8 2 28 (  )

58,084,836 58.2 55,476,025 57.6 2,608,8 95.5

7,442,228 7.5 6,725,270 7.4 7 6,957 95.9

6,705, 23 6.7 6,327, 30 7.0 377,992 97.7

434, 43 0.4 390,500 0.4 43,643 89.9

92,666,332 92.8 88,9 8,927 92.4 3,747,405 96.0

2,490,693 2.5 3,283, 68 3.4 792,474 3 .8

95, 57,026 95.3 92,202,095 95.8 2,954,930 96.9

,492,4 6 .5 ,499,993 .6 7,577 00.5

3, 85,424 3.2 2,557,636 2.7 627,787 80.3

4,677,840 4.7 4,057,630 4.2 620,2 0 86.7

99,834,866 00.0 96,259,726 00.0 3,575, 40 96.4

（注）上記金額には、消費税等は含んでおりません。
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